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佐賀県への避難者の実態 

◆宿泊：民泊施設にはほとんど入居なし。 

 ⇒被災地情報が入手困難など不便  

 ⇒公共施設（県営や市営住宅、雇用促進協会な
ど） 

 

◆就労：県や市町、商工会などがコーディネート 

 ⇒パートや短期就労など不安定な雇用がほとんど 

 ⇒定住化できない・決断できない 

ストレスや不眠、精神不安（母子避難世帯） 



佐賀県の避難者受け入れ課題 

 県庁所在地の佐賀市では、県庁、地元の市民団体・ＮＰ
Ｏとの連携による各種イベントをはじめ様々な対応があ
る。一方、他の市町では対応人員の殆どが併任など兼務
のため限定的な対応のみ。 

 震災後１年、避難生活も１年以上になり、地元に戻るか
佐賀に留まるかの選択や経済的な問題（二重生活）に悩
み、精神的なストレスを貯めている避難世帯（とくに母子
避難世帯）への心的ケアが不足している。 

 就労支援、教育支援、地元との交流支援などが不足して
おり、孤立感、孤独感を強める避難者が増加している。
母親が孤立してしまうと、とくに未就学の幼児の姿を確認
することが困難になり、ネグレクトも懸念されている。 

様々な支援が圧倒的に不足。行政支援に限界ある
以上、市民や市民団体の支援が重要。対策急
務！ 




